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3. 3 PMP-PN 法装置の簡素化 
欧州では Portable Emission Measurement System 
(PEMS)の認証試験への導入が議論されている。これは

PN 測定についても検討されており、PN-PEMS 装置の

開発が盛んにおこなわれている。PN-PEMS の開発にお

いて重要なのは、省スペース、省電力という点である。

PMP-PN 法において電力という観点で問題となるのが、

VPR である。ここではサンプリングしたガスを 300℃以

上に加熱するため、消費電力が大きくなる。図 10 には

様々な車両、モードを用いて測定した PN と PN-PEMS
装置の PNC 部として開発した Nano-Aerosol Monitor 
(NAM)による測定結果の比較を示す 7)。ここで NAM の

結果は VPR を用いておらず、サンプル粒子を直接 PNC
に導入している結果であり、PN は PMP-PN 法に基づき

VPR を使用している。この図によると VPR の有無によ

る測定結果の差異は確認できず、VPR を省略しても

PMP-PN 法と等価な結果を得られる可能性を示唆して

いる。 
 

４．PMP の今後 
ここまで示したように、PMP において従来の PM

重量法に代わる PMP-PN 法が提案され、欧州では軽

量車、重量車に規制が導入された。また本稿では触れ

な か っ た が 、 欧 州 で は Non Road Mobile 
Machinery(NRMM)へのPMP-PN 法による規制の導

入も決定している。このように規制への導入も終わ

り、本稿で述べたように問題点はあるものの、PMP
設立当初の目標はほぼ達成した。しかし PMP は解散

せず、2013 年に Terms of Reference (ToR)が変更さ

れ引き続き下記のような検討がなされることになっ

た。 
 
・PM 測定法の高度化 
・PN 測定法の高度化 
 DPF 再生時の PN 測定手法 
・D50の 23nm 以下への引き下げ 
・校正法の高度化 
・Non Exhaust Pipe Emissions (NEPE) 
 
基本的に今まで PMP が扱ってきた項目の延長であ

るが、全く新しい項目として NEPE が追加された。

ここで NEPE として考えられているのがタイヤ、ブ

レーキからの粒子であり、現在は計測法、およびモー

ドの作成に関する議論が行われている。それ以外の項

目についても現在は並行して議論が行われている。 
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１．はじめに 
自動車や自動車部品の流通の国際化はますます進

展しており、安全対策、地球環境問題への対策など自

動車性能に対する要求を世界規模でとらえる必要が

生じている。加えて、中国、インドなどアジア諸国に

おいて自動車の普及が急速に進展していることから、

日本の技術・基準をアジア諸国等と共同で国際標準化

し、これらの国々の需要を取り込んでいくことが今後

も我が国が継続的に成長を続けていくための原動力

の一つと考えられている。具体的に、「日本再興戦略」

（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）において、日本が強

みを有する分野の国際標準の先導や、燃料電池自動車

の普及について盛り込まれていることから、国土交通

省は、アジアの新興国を含む世界各国において、安

全・安心な車社会を実現するとともに、日本の企業が

より活動しやすい環境を整備するため、自動車にかか

る国際基準調和を積極的に推進することとしており、

交通安全環境研究所（以下「交通研」という。）も国

際基準調和の推進を支援するための活動を行ってい

る。 
自動車の基準の国際調和と認証の相互承認につい

ては、国際連合欧州経済委員会（UN-ECE）に設置さ

れている自動車基準調和世界フォーラム（WP29）に

おいて審議されている。WP29 では、1958 年協定と

呼ばれる、相互承認協定に基づく国際基準（以下「UN
規則」という。）に関するものと、1998 年協定と呼ば

れる世界統一基準（Global Technical Regulation。以

下「GTR」という。）に関するものを扱っており、日

本は両協定に加盟し、基準調和のための活動に積極的

に参加している。GTR は 1998 年協定に加盟している

国は各国法規に取り込む必要があるため、加盟国がす

べて同意できるように、各国が自由に選べる選択肢が

盛り込まれることがある。一方、UN 規則は、1958
年協定に加盟している国が個々の規則ごとに採択す

ることができるが、相互承認のため内容はそのままの

形で採択する必要がある。そのため、日本のように、

安全や環境に関する基準がすでに整備されている国

が UN 規則を採択しようとした時、国内の基準との違

いがある場合は、容易に合わせることができない。特

に、騒音や排出ガス・燃費といった環境に関する基準

は、道路や住居の状況、交通量などによって各国で考

え方が異なるため、試験法や規制値を合わせることが

難しく、UN 規則の国内導入は困難であると考えられ

てきた。 
このような状況の中、国土交通省、環境省、自動車

基準認証国際化研究センター（以下「JASIC」とい

う。）、交通研が協力して努めた結果、四輪車の騒音に

関する UN 規則である R51 の第 3 改訂版（以下

「R51-03」という。）が国内導入されることとなった。 
また、日本は、ハイブリッド車等の静音性に関する

対策として音で車両の接近を知らせる車両接近通報

装置のガイドラインを世界に先駆けて公表したが、

WP29 においては、現在、このガイドラインがベース

となり新規 UN 規則が検討されている。 
本報では、R51-03 の国内導入及びハイブリッド車

等の静音性に関する新 UN 規則の策定の過程におい

て、国内外において日本が行ってきた国際基準調和活

動について紹介する。 
 
２．自動車騒音に関する UN 規則の国内導入 

２．１．日本における環境に関する自動車の保安基準

を改正するまでの手続き 
 自動車の騒音については、騒音規制法第 16 条にお

いて、自動車が一定の条件で運行する場合に発生する
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Lurban は、全開加速走行騒音と定常走行騒音の騒音レ

ベルを測定することによって、計算で求めることとな

っている。全開加速走行騒音は、マイクロホン前での

速度が50km/hとなるようにAAラインでの進入速度

を調節して、AA-BB 間をアクセル全開で走行した時

に、左右のマイクロホンで測定される騒音レベルの最

大値 Lwotである。この時、車両の PMR の関数として

定義された全開加速の目標加速度αwot_ref で走行する

ようにギヤを選択することとなっている。これによっ

て、図 2 に示すような走行を行う車両は排除されるこ

ととなる。また、定常走行騒音は、全開加速走行騒音

の測定で使用したギヤにおいて、50km/h の一定速度

で AA-BB 間を走行する時にマイクロホンで測定され

る騒音レベルの最大値 Lcrsである。図 3 に、全開加速

における目標加速度αwot_ref 及び市街地走行を代表す

る加速度αurbanと PMR との関係を示す。市街地走行

を代表する加速度αurbanにおける騒音レベルLurbanの

求め方は、図 4 に示すように、加速度と騒音レベルが

線形の関係にあると仮定し、加速度を 0m/s2とした定

常走行騒音のレベル Lcrsと、全開加速走行騒音を測定

した時の加速度αwot（実測値）における騒音レベル

Lwotから、αurbanでの騒音レベル Lurbanを線形補間に

よって求める。この新たな試験法は 2005 年に完成し、

R51-03 改正案のフォーマルドキュメント(2)に盛り込

まれ、第 42 回 GRB（2005 年年 9 月）で承認された。 
また、R51-03 改正案では、新試験法の規制値は満 

たすものの、他の走行条件では大きな騒音を発生する 
車両を排除するための試験法も追加されている。この 
試験法は、「ASEP（Additional Sound Emission 
Provisions）」と呼ばれており、図 5 に示すように、

規定された走行条件 4 点（P1～P4）と、認証機関か

らの要求に応じて追加した任意の走行条件 2 点（P6、
P7）について、全開加速での騒音レベルを測定し、そ

れらのレベルがエンジン回転数に対して線形の関係

にあるかを確認するものである。測定点のうち規定さ

れた走行条件 4 点とは、下限の走行条件が AA ライン

で 20km/h（P1）、上限の走行条件が BB ラインで

70km/h（P4）、P1 と P4 の BB ラインにおける速度

を 3 等分した速度となる走行条件（P2、P3）の計 4
点である。それ以外に、認証機関が要求した任意の追

加点 2 点について、全開加速走行の騒音レベルを測定

する。それらの結果について、図 6 に示すように、横

軸に BB ラインでのエンジン回転数をプロットし、P1
～P4 及び Lwot（P5）の 5 点の回帰直線を求め、その

傾きを Slopekとし、Lwotの騒音レベルにマージンを加

えた点を基準に、1000rpm 当たり Slopek±1dB のラ

図 3 全開加速における目標加速度αurban及び市街地

における代表的な加速度αwot_refと PMR との関係 
 

 
図 4 市街地における騒音レベルの求め方 

 
図 5 ASEP の試験法における測定点 

 

 
図 6 ASEP の考え方 

騒音の大きさの許容限度は環境大臣が定めることと

なっており、国土交通大臣は、道路運送車両法に基づ

く命令で、自動車騒音に係る規制に関し必要な事項を

定める場合は、環境大臣が定める許容限度が確保され

るように考慮することとなっている。許容限度は、環

境大臣の諮問機関である中央環境審議会（以下「中環

審」という。）の答申「今後の自動車単体騒音低減対

策のあり方について」に基づいて定められるため、

UN 規則を国内導入するためには、中環審において

UN 規則の導入によって日本の環境がより良くなる

ということが了承され、国内の試験法及び規制値を

UN 規則に調和させるという答申がなされなければ

ならない。 
このように、環境に関する UN 規則の国内導入は容

易ではないが、自動車騒音の主要な UN 規則である

R51（四輪車の騒音）は、WP29 傘下の騒音専門家会

議（以下「GRB」という。）において、試験法及び規

制値の全面改正の作業が行われていたため、国土交通

省は、改正後の R51 を国内に導入できるような基準

とすべく、環境省及び JASIC と協力して GRB に規

制値等の提案を行い、また、関係する欧州政府に働き

かけを行ってきた。 
２．２．R51（四輪車の騒音）の概要 
現行の四輪車の騒音に関する UN 規則である R51

の第 2 改訂版（以下「R51-02」という。）で規定され

ている加速走行騒音の試験法は、日本の保安基準の加

速走行騒音試験法とほとんど同じであり、どちらも

ISO（国際標準化機構）の規格である ISO362 に基づ

いている。一例として乗用車の試験法の概要を図 1 に

示す。50km/h の定常走行で、試験車両の車両中心線

が図に示す基線と一致するように走行させ、車両先端

が AA ラインに達した時にアクセルを全開にし、アク

セル全開を保ったまま、車両後端が BB ラインに達し

た時にアクセルを全閉にする。その時に、基線から

7.5m、高さ1.2mの位置に設置したマイクロホン（R51
は左右、日本は左側のみ）で測定された最大騒音レベ

ルを求める。しかし、実走行時において、乗用車でア

クセルを全開にすることはほとんど無いため、試験時

と実走行時の車両状態が一致しない場合があると考

えられる。図 2 は、ある乗用車で加速走行騒音の測定

を行った時の速度と加速度を測定した結果で、マイク

ロホンの位置を 0m として、車両の位置と、速度及び

加速度の関係を示したものである。-10m の AA ライ

ンでアクセルを全開したにもかかわらず、加速度は、

マイクロホンの前を5m程度通過したところから上昇

し始めていた。この結果は、第 38 回 GRB（2003 年

9 月）において欧州の研究機関から報告(1)されたもの

で、アクセル操作に対して車両の加速が遅れる場合、

車両本来の加速走行騒音を評価することができない

という問題点が指摘された。この指摘を受けて、GRB
では R51-02 の試験法の全面的な改正に着手した。試

験法の検討に当たり、日本や欧州各国から市街地にお

ける走行実態の結果が報告され、それらを基に市街地

における代表的な加速度が検討され、その加速度で走

行した時に発生する騒音を評価できる新たな試験法

が検討された。 
R51-03 改正案の新試験法は、一般的な市街地走行

において発生しうる最も大きな騒音レベルを規制す

るという考え方に基づいて検討された手法で、日本や

欧州における市街地走行の結果から、車両の PMR
（power to mass ratio：車両の最高出力と重量との比

（単位 kW/t））の関数として定義された、市街地走行

を代表する加速度αurbanでの騒音レベルLurbanを規制

するものである。ただし、図 1 に示す AA-BB 間をα

urban の一定加速度で走行することは難しいため、

 
図 1 現行の加速走行試験法の測定の概要 

 

図 2 乗用車における加速走行騒音測定を行った時

の速度と加速度を測定した結果(1) 
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図 6 ASEP の考え方 

騒音の大きさの許容限度は環境大臣が定めることと

なっており、国土交通大臣は、道路運送車両法に基づ

く命令で、自動車騒音に係る規制に関し必要な事項を

定める場合は、環境大臣が定める許容限度が確保され

るように考慮することとなっている。許容限度は、環

境大臣の諮問機関である中央環境審議会（以下「中環

審」という。）の答申「今後の自動車単体騒音低減対

策のあり方について」に基づいて定められるため、

UN 規則を国内導入するためには、中環審において

UN 規則の導入によって日本の環境がより良くなる

ということが了承され、国内の試験法及び規制値を

UN 規則に調和させるという答申がなされなければ

ならない。 
このように、環境に関する UN 規則の国内導入は容

易ではないが、自動車騒音の主要な UN 規則である

R51（四輪車の騒音）は、WP29 傘下の騒音専門家会

議（以下「GRB」という。）において、試験法及び規

制値の全面改正の作業が行われていたため、国土交通

省は、改正後の R51 を国内に導入できるような基準

とすべく、環境省及び JASIC と協力して GRB に規

制値等の提案を行い、また、関係する欧州政府に働き

かけを行ってきた。 
２．２．R51（四輪車の騒音）の概要 
現行の四輪車の騒音に関する UN 規則である R51

の第 2 改訂版（以下「R51-02」という。）で規定され

ている加速走行騒音の試験法は、日本の保安基準の加

速走行騒音試験法とほとんど同じであり、どちらも

ISO（国際標準化機構）の規格である ISO362 に基づ

いている。一例として乗用車の試験法の概要を図 1 に

示す。50km/h の定常走行で、試験車両の車両中心線

が図に示す基線と一致するように走行させ、車両先端

が AA ラインに達した時にアクセルを全開にし、アク

セル全開を保ったまま、車両後端が BB ラインに達し

た時にアクセルを全閉にする。その時に、基線から

7.5m、高さ1.2mの位置に設置したマイクロホン（R51
は左右、日本は左側のみ）で測定された最大騒音レベ

ルを求める。しかし、実走行時において、乗用車でア

クセルを全開にすることはほとんど無いため、試験時

と実走行時の車両状態が一致しない場合があると考

えられる。図 2 は、ある乗用車で加速走行騒音の測定

を行った時の速度と加速度を測定した結果で、マイク

ロホンの位置を 0m として、車両の位置と、速度及び

加速度の関係を示したものである。-10m の AA ライ

ンでアクセルを全開したにもかかわらず、加速度は、

マイクロホンの前を5m程度通過したところから上昇

し始めていた。この結果は、第 38 回 GRB（2003 年

9 月）において欧州の研究機関から報告(1)されたもの

で、アクセル操作に対して車両の加速が遅れる場合、

車両本来の加速走行騒音を評価することができない

という問題点が指摘された。この指摘を受けて、GRB
では R51-02 の試験法の全面的な改正に着手した。試

験法の検討に当たり、日本や欧州各国から市街地にお

ける走行実態の結果が報告され、それらを基に市街地

における代表的な加速度が検討され、その加速度で走

行した時に発生する騒音を評価できる新たな試験法

が検討された。 
R51-03 改正案の新試験法は、一般的な市街地走行

において発生しうる最も大きな騒音レベルを規制す

るという考え方に基づいて検討された手法で、日本や

欧州における市街地走行の結果から、車両の PMR
（power to mass ratio：車両の最高出力と重量との比

（単位 kW/t））の関数として定義された、市街地走行

を代表する加速度αurbanでの騒音レベルLurbanを規制

するものである。ただし、図 1 に示す AA-BB 間をα

urban の一定加速度で走行することは難しいため、

 
図 1 現行の加速走行試験法の測定の概要 

 

図 2 乗用車における加速走行騒音測定を行った時

の速度と加速度を測定した結果(1) 
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インを規制値ラインとして、P1～P4 の結果及び認証

機関が要求するどのような条件で測定しても規制値

ライン以下の騒音レベルとなることが要求されるも

のである。 
２．３．R51-03 改正案の試験法の妥当性の検証 
 日本における R51-03 改正案の国内導入の検討は、

R51-03 改正案の新試験法が GRB で承認された後に

開始されたため、まず、試験法の妥当性についての技

術的な検討が、中環審大気・騒音振動部会に設置され

ている自動車単体騒音専門委員会（以下「自騒専」と

いう。）において行われた。試験法の妥当性の検討の

ための調査は、交通研が環境省の受託調査として実施

した。 
 乗用車 7 台、貨物自動車計 4 台について市街地走行

を行い、代表的な速度及び加速度を求め、R51 改正案

で規定されているαurbanと比較した。走行ルートは、

平成 17 年度全国道路・街路交通情勢調査（道路交通

センサス）、平成 19 年度自動車交通騒音調査結果（東

京都環境局）を参考に、沿道での騒音が環境基準を超

過し、日本の道路の平均的な交通量及び旅行速度であ

る道路として国道 20 号線と国道 16 号線を選定した。

時間帯による交通量の違いを考慮し、朝昼夕方のそれ

ぞれに 1 往復を行い、停止時を除いた時の速度及び加

速度の頻度分布を求めた。図 7 に市街地走行における

測定結果の一例を、図 8 にエンジン回転数及び加速度

頻度分布の結果を示す。この結果から、R51-03 改正

案の新試験法で評価しているαurbanは、日本において

も代表的な走行条件であると考えられた。また、テス

トコースにおいて騒音測定を行い、加速度と騒音レベ

ルとの関係を調べ、R51-03 改正案で仮定している加

速度と騒音レベルの線形性が妥当であることを確認

した。これらの結果は、自騒専に報告され、R51-03
改正案の妥当性の審議に活用された。 
２．４．R51-03 改正案の規制値の議論について 
 GRB における R51-03 改正案の規制値の議論は、

欧州委員会（EC）から第 52 回 GRB（2010 年 9 月）

に提案された規制値案を基に検討が始まった。EC の

規制値案は、認証試験時にR51-02の現行の試験法と、

R51-03 の新試験法の両方で測定を行い、両方の結果

のデータベースを基に検討された。この 2 つの試験法

による認証試験はダブルテストと呼ばれ、R51 採択国

である欧州各国は2年間行うことがECより義務付け

られた。 
 日本は、国内での受け入れが可能な規制値にするた

めに、日本における環境騒音の実態を踏まえ、確実に

道路交通騒音が改善され、かつ実行可能な規制値にす

るため、自騒専において自動車業界等へのヒアリング

を行い、日本提案をとりまとめ GRB へ提案した。ま

たドイツや中国からも独自の提案が行われた。そのた

め、R51-03 改正案の規制値を検討するためのインフ

ォーマル会議が設置され、関係各国で調整が行われる

こととなった。インフォーマル会議へは国土交通省、

環境省及び JASIC から参加し、自騒専等における議

論を踏まえた規制値等の提案を行った。 
２．５．WP29 におけるR51-03 改正案の承認 
 R51-03 改正案の規制値検討のためのインフォーマ

ル会議は 2014年 2月から 6 月までの間に 4回開催さ

れ、日欧独中の間で合意に至り、規制値の最終案が

R51-03 改正案のフォーマルドキュメントに盛り込ま

れた。最終案は第 60 回 GRB（2014 年 9 月）におい

て満場一致で承認されて、WP29 へ上程されることと

なった。しかし、GRB で承認された後に、中国から

一部のカテゴリーの車種について規制値の追加緩和

提案が提出され、第 61回GRB（2015年 1月）に中国

提案を認める R51-03 改正提案が提出された。そのカ

テゴリーは日本で生産されている車両も該当するた

め、日本から改正提案に対して修正を求めた。その結 

図 7 市街地走行の測定結果の一例 
 （乗用車（CVT 車：PMR=67.3kW/t）） 

図 8 市街地走行におけるエンジン回転数及び加速度

頻度分布の結果（乗用車（CVT 車：PMR=67.3kW/t））

果、日本の主張が認められ、中国から提案された緩和

規定が日本へ影響を及ぼさないように修正されたド

キュメントがR51-03改正案の最終案としてGRBにお

いて了承され、フォーマルドキュメント(3)として

WP29へ上程され、第 166回WP29（2015年 6月）に

おいてR51-03が成立した。 
２．６．中環審の答申及び R51 改正案の国内導入 
 自騒専では、R51-03 改正案の試験法の妥当性と規

制値について検討を行い、また、現在日本で行われて

いる自動車騒音規制をR51-03改正案に変更する時の

問題点について審議を行った上で、「今後の自動車単

体騒音低減対策のあり方について（第三次報告）」（平

成 27 年 6 月 11 日）をとりまとめた。中環審大気・騒

音振動部会において報告の内容が了承され、R51-03
の加速走行騒音試験法を導入し、その許容限度目標値

及び適用時期についても調和を図ることが適当であ

るとの内容を含む、「今後の自動車単体騒音低減対策

のあり方について（第三次答申）」（平成 27 年 7 月 29
日）が環境大臣に対して答申された。これに基づき、

環境大臣が許容限度を定め、国土交通省において

R51-03 の国内導入に向けた保安基準改正作業が行わ

れる予定である。 
 
３．ハイブリッド車等の静音性対策に関する新 UN 規

則の制定について 
３．１．ガイドラインの策定 
交通研フォーラム 2014 で概要を述べたように(4)、

ハイブリッド車や電気自動車が低速走行時にモータ

ーのみで走行している時は、静か過ぎて車両の接近に

気がつかないため危険との指摘が、視覚障害者やユー

ザーから国土交通省へ寄せられた。そのため、国土交

通省は、2010 年 1 月に「ハイブリッド車の静音性対

策に関するガイドライン」を公表した。このガイドラ

インでは、モーターのみで低速走行している時は音で

車両の接近を知らせることとしており、車両接近通報

装置が満たすべき要件を示したものである。 
ハイブリッド車等の静音性については、米国や欧州

でも問題となり、GRB 傘下に基礎調査を行うインフ

ォーマル会議が設置された。日本は、ガイドラインの

公表と同時に、GRB やインフォーマル会議において

ガイドラインの説明を行うとともに、ガイドラインに

基づく接近音のデモを行い、理解を求めた。その結果、

日本のガイドラインがほぼそのまま受け入れられる 

形で国際基準のガイドラインがWP29 で承認された。 
３．２．GTR インフォーマル会議における活動 
国際基準のガイドラインが制定されると米国が中

心となって GTR のためのインフォーマル会議の設置

を提案し、2012 年 7 月に第 1 回会合が行われた。議

長は米国が、副議長は日本から交通研が、事務局は

EC が担当することとなった。第 1 回会合において日

本は、国際基準のガイドラインをベースに GTR を策

定することを提案し、EC、フランス、ドイツ、国際

自動車工業連合会等のサポートを得たが、米国提案と

相反している部分があることから、米国の支持は得ら

れなかった。 
交通研は、国土交通省の受託調査として認知性試験

等を実施し、接近音の要件であるオーバーオールの騒

音レベルや1/3オクターブバンドの周波数の要件等に

ついて、第２回以降のインフォーマル会議において提

案を行ってきた。また、ISO から提案されている、接

近音の音量の測定方法の妥当性の検証を行った。さら

に、日本の提案を基に試作した接近音を視覚障害者の

方に聴いてもらう体験会を行い、GTR の基準案に対

して理解を求めてきた。図 9 にテストコースにおける

接近音の試験法の検証の様子を、図 10 に視覚障害者

を対象とした体験会の様子を示す。日本の提案は、EC
や欧州各国から受け入れられ、日本の提案をベースと

した GTR 案が検討された。一方、米国は独自の基準

案を検討しており、2013 年 1 月に公表し国内外から

 

図 9 テストコースにおける接近音の試験法の検証 
 

 
図 10 視覚障害者を対象とした体験会 
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インを規制値ラインとして、P1～P4 の結果及び認証

機関が要求するどのような条件で測定しても規制値

ライン以下の騒音レベルとなることが要求されるも

のである。 
２．３．R51-03 改正案の試験法の妥当性の検証 
 日本における R51-03 改正案の国内導入の検討は、

R51-03 改正案の新試験法が GRB で承認された後に

開始されたため、まず、試験法の妥当性についての技

術的な検討が、中環審大気・騒音振動部会に設置され

ている自動車単体騒音専門委員会（以下「自騒専」と

いう。）において行われた。試験法の妥当性の検討の

ための調査は、交通研が環境省の受託調査として実施

した。 
 乗用車 7 台、貨物自動車計 4 台について市街地走行

を行い、代表的な速度及び加速度を求め、R51 改正案

で規定されているαurbanと比較した。走行ルートは、

平成 17 年度全国道路・街路交通情勢調査（道路交通

センサス）、平成 19 年度自動車交通騒音調査結果（東

京都環境局）を参考に、沿道での騒音が環境基準を超

過し、日本の道路の平均的な交通量及び旅行速度であ

る道路として国道 20 号線と国道 16 号線を選定した。

時間帯による交通量の違いを考慮し、朝昼夕方のそれ

ぞれに 1 往復を行い、停止時を除いた時の速度及び加

速度の頻度分布を求めた。図 7 に市街地走行における

測定結果の一例を、図 8 にエンジン回転数及び加速度

頻度分布の結果を示す。この結果から、R51-03 改正

案の新試験法で評価しているαurbanは、日本において

も代表的な走行条件であると考えられた。また、テス

トコースにおいて騒音測定を行い、加速度と騒音レベ

ルとの関係を調べ、R51-03 改正案で仮定している加

速度と騒音レベルの線形性が妥当であることを確認

した。これらの結果は、自騒専に報告され、R51-03
改正案の妥当性の審議に活用された。 
２．４．R51-03 改正案の規制値の議論について 
 GRB における R51-03 改正案の規制値の議論は、

欧州委員会（EC）から第 52 回 GRB（2010 年 9 月）

に提案された規制値案を基に検討が始まった。EC の

規制値案は、認証試験時にR51-02の現行の試験法と、

R51-03 の新試験法の両方で測定を行い、両方の結果

のデータベースを基に検討された。この 2 つの試験法

による認証試験はダブルテストと呼ばれ、R51 採択国

である欧州各国は2年間行うことがECより義務付け

られた。 
 日本は、国内での受け入れが可能な規制値にするた

めに、日本における環境騒音の実態を踏まえ、確実に

道路交通騒音が改善され、かつ実行可能な規制値にす

るため、自騒専において自動車業界等へのヒアリング

を行い、日本提案をとりまとめ GRB へ提案した。ま

たドイツや中国からも独自の提案が行われた。そのた

め、R51-03 改正案の規制値を検討するためのインフ

ォーマル会議が設置され、関係各国で調整が行われる

こととなった。インフォーマル会議へは国土交通省、

環境省及び JASIC から参加し、自騒専等における議

論を踏まえた規制値等の提案を行った。 
２．５．WP29 におけるR51-03 改正案の承認 
 R51-03 改正案の規制値検討のためのインフォーマ

ル会議は 2014年 2月から 6 月までの間に 4回開催さ

れ、日欧独中の間で合意に至り、規制値の最終案が

R51-03 改正案のフォーマルドキュメントに盛り込ま

れた。最終案は第 60 回 GRB（2014 年 9 月）におい

て満場一致で承認されて、WP29 へ上程されることと

なった。しかし、GRB で承認された後に、中国から

一部のカテゴリーの車種について規制値の追加緩和

提案が提出され、第 61回GRB（2015年 1月）に中国

提案を認める R51-03 改正提案が提出された。そのカ

テゴリーは日本で生産されている車両も該当するた

め、日本から改正提案に対して修正を求めた。その結 

図 7 市街地走行の測定結果の一例 
 （乗用車（CVT 車：PMR=67.3kW/t）） 

図 8 市街地走行におけるエンジン回転数及び加速度

頻度分布の結果（乗用車（CVT 車：PMR=67.3kW/t））

果、日本の主張が認められ、中国から提案された緩和

規定が日本へ影響を及ぼさないように修正されたド

キュメントがR51-03改正案の最終案としてGRBにお

いて了承され、フォーマルドキュメント(3)として

WP29へ上程され、第 166回WP29（2015年 6月）に

おいてR51-03が成立した。 
２．６．中環審の答申及び R51 改正案の国内導入 
 自騒専では、R51-03 改正案の試験法の妥当性と規

制値について検討を行い、また、現在日本で行われて

いる自動車騒音規制をR51-03改正案に変更する時の

問題点について審議を行った上で、「今後の自動車単

体騒音低減対策のあり方について（第三次報告）」（平

成 27 年 6 月 11 日）をとりまとめた。中環審大気・騒

音振動部会において報告の内容が了承され、R51-03
の加速走行騒音試験法を導入し、その許容限度目標値

及び適用時期についても調和を図ることが適当であ

るとの内容を含む、「今後の自動車単体騒音低減対策

のあり方について（第三次答申）」（平成 27 年 7 月 29
日）が環境大臣に対して答申された。これに基づき、

環境大臣が許容限度を定め、国土交通省において

R51-03 の国内導入に向けた保安基準改正作業が行わ

れる予定である。 
 
３．ハイブリッド車等の静音性対策に関する新 UN 規

則の制定について 
３．１．ガイドラインの策定 
交通研フォーラム 2014 で概要を述べたように(4)、

ハイブリッド車や電気自動車が低速走行時にモータ

ーのみで走行している時は、静か過ぎて車両の接近に

気がつかないため危険との指摘が、視覚障害者やユー

ザーから国土交通省へ寄せられた。そのため、国土交

通省は、2010 年 1 月に「ハイブリッド車の静音性対

策に関するガイドライン」を公表した。このガイドラ

インでは、モーターのみで低速走行している時は音で

車両の接近を知らせることとしており、車両接近通報

装置が満たすべき要件を示したものである。 
ハイブリッド車等の静音性については、米国や欧州

でも問題となり、GRB 傘下に基礎調査を行うインフ

ォーマル会議が設置された。日本は、ガイドラインの

公表と同時に、GRB やインフォーマル会議において

ガイドラインの説明を行うとともに、ガイドラインに

基づく接近音のデモを行い、理解を求めた。その結果、

日本のガイドラインがほぼそのまま受け入れられる 

形で国際基準のガイドラインがWP29 で承認された。 
３．２．GTR インフォーマル会議における活動 
国際基準のガイドラインが制定されると米国が中

心となって GTR のためのインフォーマル会議の設置

を提案し、2012 年 7 月に第 1 回会合が行われた。議

長は米国が、副議長は日本から交通研が、事務局は

EC が担当することとなった。第 1 回会合において日

本は、国際基準のガイドラインをベースに GTR を策

定することを提案し、EC、フランス、ドイツ、国際

自動車工業連合会等のサポートを得たが、米国提案と

相反している部分があることから、米国の支持は得ら

れなかった。 
交通研は、国土交通省の受託調査として認知性試験

等を実施し、接近音の要件であるオーバーオールの騒

音レベルや1/3オクターブバンドの周波数の要件等に

ついて、第２回以降のインフォーマル会議において提

案を行ってきた。また、ISO から提案されている、接

近音の音量の測定方法の妥当性の検証を行った。さら

に、日本の提案を基に試作した接近音を視覚障害者の

方に聴いてもらう体験会を行い、GTR の基準案に対

して理解を求めてきた。図 9 にテストコースにおける

接近音の試験法の検証の様子を、図 10 に視覚障害者

を対象とした体験会の様子を示す。日本の提案は、EC
や欧州各国から受け入れられ、日本の提案をベースと

した GTR 案が検討された。一方、米国は独自の基準

案を検討しており、2013 年 1 月に公表し国内外から

 

図 9 テストコースにおける接近音の試験法の検証 
 

 
図 10 視覚障害者を対象とした体験会 
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コメントを求めた。米国の提案は、日本の提案よりも

かなり大きい音量を要求しているため、GTR 案は日

本と欧州による提案と、米国提案の二つが併記される

形となった。 
３．３．UN 規則のためのインフォーマル会議の設置 

GTR のインフォーマル会議のマンデート期限は

2014 年 11 月であったため、2014 年 4 月に GTR 案

を一本化するためのインフォーマル会議が開かれた。

しかし、米国は国内法が発効するまでコメントが出せ

ないことから次回以降の会議の開催は延期となった。 
一方、欧州では、GTR のインフォーマル会議が設

置されると、GTR の成立後に欧州内で基準化を行う

ための準備を進めていた。しかし、GTR のインフォ

ーマル会議が開催される目処が立たなくなったため、

第 163 回 WP29（2014 年 6 月）において、GTR イン

フォーマル会議議長から、GTR と平行して UN 規則

を検討する提案が出され、承認された。第 60 回 GRB
に提案された UN 規則のためのインフォーマル会議

の TOR 案が承認され、第 164 回 WP29（2014 年 11
月）において UN 規則のためのインフォーマル会議が

承認された。これによって、GTR 及び UN 規則のた

めのインフォーマル会議が同時に設置されることと

なった。インフォーマル会議の議長はドイツとフラン

スが、副議長は日本から交通研が、事務局は EC が担

当することとなった。 
３．４．UN 規則の制定及び国内導入 

UN 規則のための第 1 回インフォーマル会議は、

2014 年 12 月に東京で開催された。３．２．で述べた

ように、この時の GTR 案は日本と欧州による提案と、

米国提案の二つが併記されていたため、日本と欧州に

よる提案を基に UN 規則案の検討を開始した。音量や

周波数については日本からの提案が盛り込まれてお

り、論点となるところが限られていたため、2015 年 5
月韓国のソウルで開催された第 4 回インフォーマル

会議において UN 規則案は了承され、フォーマルドキ

ュメント(5)として第 62 回 GRB（2015 年 9 月）に提

案された。UN 規則案は GRB で承認され、WP29 に

上程された後、最速で第 168 回 WP29（2016 年 3 月）

において承認される予定である。承認されれば、日本

のガイドラインが発端となって新規則に至った初の

UN 規則となる。 
本案件は日本が世界に先駆けて公表したガイドラ

インを基にしているため、国土交通省は UN 規則発効 

後、早期の義務付けを目指している。なお、現在の

UN 規則案は四輪車のみを対象としているため、日本

では、電動二輪車に対して義務付けを行うかどうかを

検討するための基礎調査を実施している。 
 

４．まとめと今後の展開 
自動車の騒音等の国際基準調和の活動として、官民

が一体となって取り組んできた UN 規則の国内導入

や、新規 UN 規則の作成について紹介した。今回触れ

なかったが、R51-03 以外に R117（タイヤ単体騒音、

ウエットグリップ性能、転がり抵抗性能）についても

国内導入されることが中環審の第三次答申に盛り込

まれている。また、R41（二輪車の騒音）については

すでに国内導入済みであり、四輪車及び二輪車の自動

車騒音に係る型式認証試験の基準については、すべて

国内導入されることとなる。なお、R51-03 の規制値

はPhase1 からPhase3 まで 3 段階で強化されること

となっているが、Phase3 の規制値は今後検討される

こととなっている。今後は、R41 の規制値強化を含め、

規制値検討のためのデータ取りを行い、UN 規則採択

国として規制値の提案を行っていく予定である。 
一方、ハイブリッド車の静音性対策については、米

国の国内法が発効すると GTR のインフォーマル会議

が再開される予定であり、UN規則と整合させてGTR
として一本化するための議論が行われる予定である。 
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１．はじめに 
自動車の技術基準を国際調和する取り組みは国連

の自動車基準調和世界フォーラム（UN/ECE/WP29、
以下「WP29」という）で進められている（図１）。

WP29 では、自動車の装置等に関する型式認可の相互

承認協定（以下「1958 年協定」という）と自動車の

世界統一基準を策定する協定（以下「1998 年協定」

という）を扱っており、我が国はこれらの協定下で国

連規則（UN Regulation、以下「UN-R」という）や

世界技術規則（Global Technical Regulation、以下

「UN-GTR」という）の制定、改訂作業に積極的に参

加している。交通安全環境研究所は政府を補佐する立

場から WP29 の下に組織されている様々な会議に参

加し、基準の原案作りや修正等の作業に加わってい

る。 
自動車の技術基準は、安全性に関するものと環境性

能に関するものに大別される。ここでは、自動車基準

の国際調和に関し、最近の動向と今後の展望につい

て、交通安全環境研究所の役割を中心に概説する。 
 

２．最近の動向 
図1に示す WP29 及び WP29 傘下の各専門家会議

（GRs）において交通安全環境研究所が積極的に関わ

っている最近の課題を主に概説する。 

２．１．WP29 
自動車に係る認証の相互承認を「装置単位」から「車

両単位」へ発展させる、国際的な車両型式認証の相互

承認制度（IWVTA; International Whole Vehicle 
Type Approval system)整備のための議論が最終段階

を迎えている。基本規則である UN-R0 の骨格がほぼ

まとまった。ロシアの修正提案等を考慮した上で、投

票にかけられる予定であり、1958 年協定の改正と合

わせて 2016 年の成立を目指している。自動車審査部

の業務実施に係わることから、自動車審査部職員が活

動に参加した。 
 2014 年 11 月に開催された WP29 において、自動

運 転 （ ITS/AD; Intelligent Transport Systems/ 
Automated Driving)インフォーマルグループを

WP29 直下に立ち上げることが了承された。日本と英

国が共同議長となり、自動運転に関する定義や国際基

準の策定に必要な検討項目等を議論することになっ

た。交通安全環境研究所は国土交通省を補佐するため

にこの活動の事務局を務めている。 

２．２．灯火器（GRE) 
灯火器に関する相互承認のための UN-R に関して

は、UN-R6（方向指示器）、UN-R7（車幅灯、尾灯、

制動灯、側端灯）、UN-R48（四輪車灯火器取り付け）

等、10 を超える規則が存在している。技術の進歩に

従って変更が必要となる場合、一度に多くの規則を同

時に改定する必要が生じる、という欠点を持つ。そこ
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図１ 自動車技術基準の国際調和活動を行う組織 


